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１. 18年 3月期の連結業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

（1）連結経営成績 （百万円未満切捨て）

売  上  高

百万円        ％ 百万円 　　　　％     百万円           ％
18年 3月期 91,627 △ 1.2 2,634 △ 30.5 3,214 △ 23.5
17年 3月期 92,704 △ 0.6 3,792       1.5 4,203     14.2

総   資   本 売   上   高
経常利益率 経常利益率

  百万円         ％    円    銭          ％           ％

18年 3月期 1,021 △ 46.1 － 1.8 2.9 3.5
17年 3月期 1,896     36.9 － 3.5 4.1 4.5
(注) ①持分法投資損益             18年 3月期        - 百万円      17年 3月期         - 百万円
      ②期中平均株式数（連結）   18年 3月期 　93,638,215株      17年 3月期    93,660,935株
      ③会計処理の方法の変更　　 有
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（2）連結財政状態
総  資  産 株 主 資 本

百万円 百万円          ％

18年 3月期
17年 3月期
(注) 期末発行済株式数（連結）   18年3月期 93,629,591株　　17年3月期  93,645,326株

（3）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

百万円 百万円 百万円 百万円

18年 3月期
17年 3月期

（4）連結範囲および持分法の適用に関する事項
     連結子会社数    16社     持分法適用非連結子会社数    0社     持分法適用関連会社数    0社

（5）連結範囲および持分法の適用の異動状況
     連結 （新規） 1社    （除外）  0社     持分法 （新規）  0社    （除外）  0社

２. 19年 3月期の連結業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
当期純利益

百万円 百万円

中間期 45,000 1,400
通   期 99,000 3,500

（参考） 1株当たり予想当期純利益 （通期） 16 円 76 銭
※ 上記予想の前提条件その他の関連する事項は、添付資料の７ページを参照してください。
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経営方針 
 

１．経営の基本方針 

  当社は「人と技術と商品を大切にして、新しい時代にふさわしい美しい都市機能を、世界の国々で

世界の人々とともに創ります」という経営理念を掲げ、昇降機ビジネスにおけるナンバーワン企業に 

なることを目指しています。 

この基本方針の下、いかなる経済状況にあっても、お客様にとって価値ある商品とサービスを提供し 

続けることこそが長期的な発展につながるとの認識に立って、弛まぬ改善と革新を進め、「量」よりも

「質」を重視する社風づくりを推進しています。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

  利益配分に関しては、株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経営の最重要課題と捉え、

企業基盤の長期的安定を図る内部留保とのバランスを考慮した適切な配分を基本方針としています。 

内部留保金につきましては、成長分野への設備投資、グローバルな事業展開のための投融資、研究

開発投資など企業価値を高めるため有効に充当するほか、株主還元として自己株式の取得も弾力的

に検討してまいります。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

  投資単位の引下げについては、個人投資家層の拡大、株式市場活性化のための有用な施策の  

一つと認識しております。当社は今後、投資単位引下げの施策について、当社株式の株価推移や市

場の要請状況を勘案し、費用対効果を慎重に検討した上での対応を考えておりますが、現段階では 

具体的施策およびその時期は未定です。 

 

４．経営戦略と対処すべき課題  

当社はグローバル企業として業界で最初に品質マネジメントシステムの国際規格「 ＩＳＯ９００１」   

の認証を取得しており、「フジテックは、お客様に安心と快適をお届けするために、品質にこだわり続 

けます」という方針の下、顧客・利用者の視点に立った品質を追求しています。 

環境に関しても、環境マネジメントシステムの国際規格「ＩＳＯ１４００１」の認証を取得し、都市環境、 

社会環境、地球環境にやさしい商品づくりに取り組んでいます。 

 

当社グループは、２００４年度から３ヵ年中期経営計画“Change & Charge”（変革と前進）をスタート
しました。当計画では、専業メーカーとして業界をリードする商品の提供を始め、顧客の信頼に応える

品質革新、さらに安定的収益基盤の確立を３つの柱に据えています。 

当期は、昨年１月に販売を開始した新標準型マシンルームレス・エレベータ「エシード-α（アルファ）」の

販売拡大に注力すると同時に、需要の増大が期待されるモダニゼーション事業の販売拡大を図るため、

昨年４月に「モダニゼーション事業部」を創設し、新規市場およびリニューアル市場の多様な顧客ニー

ズに対応して販売強化を図りました。国内販売体制については、本年４月に、社長が営業本部長を 

兼任する体制とし、全国を４つのブロックに分け、迅速できめ細かな販売活動に取り組んでいます。 

また同時に、保守・修理・モダニゼーション工事を推進するフィールドエンジニアリング本部および工務

本部を新設し、保守部門の一層の強化と据付工事の効率的な推進で増収、増益を目指しています。 

当社は、昨年５月から滋賀県彦根市と米原市にまたがる１５万㎡の敷地内に、２０００年から稼働して

いる第１工場に加え、地上１７０ｍのエレベータ研究塔を始めとする最先端の技術開発を推進する 

「商品開発センター」、および最新鋭の生産設備と生産システムを導入する「第２工場」（これらを「Ｂｉｇ 

Ｗｉｎｇ」と総称）の建設を進めてまいりました。本年３月に、本社・商品開発センターと第２工場が完成し、

これまで大阪府茨木市にあった本社・研究開発機能を４月から「Ｂｉｇ Ｗｉｎｇ」に移転・統合いたしました。

併せて、生産部門も大阪府茨木市から順次、滋賀に集約し、第１工場と合わせて年間５,０００台のエレ

ベータ生産能力を確立します。従来の茨木本社ビルおよび研究塔は、顧客の信頼に応えるフィールド

部門の技術力および品質の向上を図るため、「フィールド研修センター」として活用します。なお、これと

並行して、経営の効率化と人員構成の適正化を図るため、希望退職（応募者２０４名）を実施しました。 

本年９月には、世界一の高さを誇るエレベータ研究塔の完成と、最新鋭の生産設備・生産システムを

導入する「第１および第２工場」の本格稼働によって、当新拠点は商品開発から調達、生産に至るまで

の一貫したモノ作りのコア拠点「Ｂｉｇ Ｗｉｎｇ」として生まれ変わります。 
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グローバル関連事業では、拡大成長している中国市場のニーズに合った高付加価値のエスカレータを

スピーディーに市場へ投入し、生産の倍増を図るため、中国・上海市にあるエスカレータ生産拠点 

「上海華昇富士達扶梯有限公司」（上海華昇フジテック）の新工場を建設しています。 

当期の商品開発においては、永久磁石式同期電動機を組み込み、省エネルギーとコンパクトな機械室

を実現した新しい標準型エレベータ「エクセルＧＬＶＦ」を世界最大の昇降機市場である中国市場向けに

販売を開始し、市場で好評を得ています。また、大容量の安全装置やガイド装置等に求められる多くの

要素機器の開発は、中東最大級となるドバイ国際空港（アラブ首長国連邦）の第２期拡張工事向けに

納められる、１２０人乗り超大型展望用エレベータ｢スカイトレーン｣の装備に活かされています。 
一方、エスカレータでは、地下鉄等の交通機関向けに、耐久性・信頼性に優れた「ＧＳ８０００シリーズ」

の新タイプを開発しました。また、動く歩道「オートウォーク」では、駆体部分をコンパクトにして建築工

事の軽減を図るとともに、空港等で需要の高まりつつある幅広タイプのオートウォークを開発し、初号

機をカナダのバンクーバー国際空港に納入します。両機種とも中国生産によりコスト競争力を高めてお

り、中国市場のみならず、日本市場を含めた全世界への販売展開を行っています。 
昨年１１月に新社屋・研究塔が完成した中国・上海市の｢上海富士達電梯研発有限公司｣(上海ＲＤセン
ター)は、日本の研究開発部門と連携して、最先端の技術開発を進めています。さらに、今秋には、 
｢Ｂｉｇ Ｗｉｎｇ｣のエレベータ研究塔の完成により、フジテックの技術力を結集した超高速機種を始めとす

る研究開発用エレベータが稼働を開始します。実験棟での最新の研究設備、高度な技術力と豊かな

発想力をもって、一層活発な研究開発を推進します。 
このほか、昨年７月の千葉県北西部地震、８月の宮城県沖地震により、首都圏で多数のエレベータが

停止したことに対応し、当社では国土交通省の方針に沿って、早期復旧システムの構築・強化、閉じ込

め時リスタート運転や、自動診断復旧システムへの対応などを進めています。当社遠隔監視システム

を通じて地震時のエレベータの被害状況を把握することで、より迅速な対応も可能となります。また、 

アスベスト問題には、対策委員会を設置して安全性の確認などを行っています。 
 

５．親会社等に関する事項 

  当社は親会社等を有しておりません。 

 

 

経営成績および財政状態 
 

１．経営成績 

（１）当期（平成１８年３月期）の概況 

  当期の世界経済は、米国経済が底堅い個人消費と堅調な設備投資を背景に成長を持続し、欧州 

景気でも回復傾向が見られました。高成長を持続する中国経済を始めとし、アジア諸国も好調な景気

拡大を辿るなど、総じて順調に推移しました。日本経済は期の後半から景気の踊り場状況を脱却し、

好調な企業収益を背景に設備投資が増加し、個人消費、住宅投資も堅調に推移するなど、内需を中

心に着実な回復が進みました。 

このような情勢の中、昇降機業界の需要は、北米市場では住宅に加えオフィス向けにも回復が見られ

ましたが、原油・原材料価格および労務費の上昇により、採算面では厳しい状況となりました。一方、

アジアにおいては、中国市場は住宅開発を中心に旺盛な需要が続きましたが、競争激化に加え、原材

料価格上昇の浸透などで採算性が低下し、その他のアジア地域では需要回復の兆しはあるものの、

厳しい価格競争の中で推移しました。日本市場ではマンション向けの堅調な需要が続き、民間部門で

需要の回復が見られましたが、公共投資は引き続き縮減し、建設投資は９年連続して減少するなど 

厳しい環境が続きました。 

 

① 販売活動実績 

  かかる経営環境の下で、当社グループは、グローバルな販売活動を展開し、当年度下期における 

主な受注・完成物件は次のとおりとなりました。 
 
世界市場における工事完成物件では、香港の地下鉄「ツェン・クワン・オー駅」周辺の大規模再開発 

地区に位置する地上５１階建の超高層マンション「ザ・グランディオス」で、高速エレベータ・最新マシン

ルームレス・エレベータとエスカレータ計３１台が完成しました。中国・雲南省昆明市では国連主催の
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“中国国際ガーデンレジデンス”に入賞した自然との調和をコンセプトとする大型住宅開発「昆明湖畔

陽光」でエレベータ５８台、経済成長著しい江西省南昌市の大規模住宅「南昌玉河明珠」ではエレベー

タ７２台がそれぞれ稼働しています。 
同じく受注物件では、米国・シアトル市で、当社製品が活躍しているホテル「シェラトン・シアトル」に隣

接して建設される新館向けに高速エレベータ・エスカレータ計１４台を受注しています。アラブ首長国連

邦・ドバイでは、同国の最大手不動産会社“エマー社”が手掛けるオフィス「バージュ・ドバイ・ビジネス

パーク」向けに高級エレベータ３６台を納入します。アジアでは、インドネシア・ジャカルタ市の商業一等

地に建設される高級コンドミニアム「キャピタル・レジデンス」向けに高速エレベータを含む２４台を受注

しました。中国・北京市に建設される大型住宅プロジェクトの二期・三期工事「ベルリン愛楽」向けに、 

中国生産を推進してコスト競争力を高めたエレベータ「エクセルＣＳＶＦ-Ⅱ」１３５台を含む１３９台を受

注したほか、江蘇省南京市では、住宅開発プロジェクト「万達名園」向けにエレベータ１１４台、大型住

宅プロジェクト「聚宝山荘」向けにエレベータ１０１台など、各地の大規模住宅開発において大量のエレ

ベータを受注しています。 

 

一方、日本市場における工事完成物件では、東京都渋谷区の国際的なファッションの街・表参道に、

商業施設と住宅からなる新たなランドマーク「表参道ヒルズ」が完成、オープンしました。建築家の安藤

忠雄氏の設計による同施設には映像システムを装備したエレベータを始め、９台を納入しています。 

東京都の臨海新交通システム「ゆりかもめ」が豊洲地区まで延伸され、４ヵ所の新駅向けにエレベー

タ・エスカレータ計２５台、東京都港区の高層住宅棟・業務棟・集合工場棟で構成された「白金アエルシ

ティ」にエレベータ・エスカレータ計１３台を納入しました。多彩な都市機能が凝縮された大阪市西区 

土佐堀に建設された超高層タワーマンション「パークタワー大阪中之島フロント」ではエレベータ・シティ

パーク計５台が活躍しているほか、全国各地の商業施設や病院などに多数のエレベータ・エスカレータ

を納入しています。 
日本市場の受注物件では、大阪府守口市の三洋電機工場跡地再開発の大型複合施設「イオン大日

ショッピングセンター」向けにエレベータ・エスカレータ計５６台、兵庫県神戸市のＪＲ新神戸駅前の新た

なランドマークとして文化施設や高層マンションからなる「神戸芸術センター」向けにエレベータ８台が

納められます。東京都江東区では大規模都市再開発による次世代型の商業施設「アーバンドックらら

ぽーと豊洲」向けにエレベータ１５台、台東区で平成１９年に竣工予定の「上野学園上野キャンパス」 

新校舎向けにエレベータ８台を受注しました。このほか、全国各地の大型ショッピングセンターや高層

マンション向けにも、数多くのエレベータ・エスカレータを受注しています。 
 

② 連結業績 

                                                     （金額単位：億円） 

 当 期 
平成１８年３月期 

前 期 
平成１７年３月期 

前期比 

売上高 ９ １ ６ ９ ２ ７  △１.２％

国 内 ４ ３ ９  ４ ８ ４  △９．３％ 

 海 外 ４ ７ ７  ４ ４ ２  ７.７％

営業利益 ２ ６ ３ ７  △３０.５％

経常利益 ３ ２ ４ ２  △２３.５％

当期純利益 １ ０ １ ８  △４６.１％

１株当たり当期純利益 １ ０ . ５ ８円 ２ ０ . ２ ０円  △４７.６％

（注）金額は億円未満を切り捨てて表示しています。 

 

上記の販売活動の結果、当期の連結受注高は、国内受注が７.３％減少したほか、保守業務を中心と

する方針の欧州で減少した一方、北米、南アジア、東アジアで前期に比べ受注が増加した結果、９６９

億２９百万円（前期比３.７％増）となりました。連結売上高は、北米、南アジア、東アジアで増加した反

面、国内売上高が前期比９.３％減少した結果、９１６億２７百万円（前期比１.２％減）となりました。 

受注残高は前期末に比べ８.１％増加し、８９０億５９百万円となりました。 

営業利益は、欧州の損失は改善したものの、売上高減少により日本が１４億１４百万円、競争激化や

原材料価格上昇の浸透などで南アジアで２億１百万円、それぞれ減益となったため、２６億３４百万円 
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（前期比３０.５％減）となり、金利上昇に伴う受取利息の増加などで金融収支が改善しましたが、経常

利益は３２億１４百万円（前期比２３.５％減）にとどまりました。特別損益では、固定資産の減損に係る 

会計基準を適用し、減損損失１億１８百万円を計上したほか、早期希望退職に伴う割増退職金１４億 

５６百万円を計上した結果、税金等調整前当期純利益は、１７億８百万円（前期比５８.１％減）となりま

した。また、税金費用は連結子会社フジテック UK にかかる貸倒引当金の損金算入などで前期に比べ

１５億５６百万円減少しました。この結果、当期純利益は１０億２１百万円（前期比４６.１％減）となりまし

た。 

 

③ セグメント状況（所在地別業績）   

                                                          （金額単位：億円） 

売上高 営業利益  

当 期 前 期 前期比 当 期 前 期 増減額 

日 本 ４８６ ５２３ △７.０％ ５ １９ △１４

北 米 １７５ １６８ ４.５％ △ ５ △ ５  ０

欧 州 ９ １３ △３０.１％ △ １ △ ４  ２

南アジア ７４ ７４ ０.７％ １ ０ １ ２  △２

東アジア ２１６ １９２ １２.７％ １ ７ １ ７  ０

小 計 ９６３ ９７１ － ２ ６ ４ ０  △１ ３

消 去 △４７ △４４ － △０ △２  １

連 結 ９１６ ９２７ △１.２％ ２ ６ ３ ７  △１ １

（注）金額は億円未満を切り捨てて表示しています。 

 

当期の所在地別セグメントの業績では、売上高は、北米で下期に売上が伸長し、前期比７億５２百万

円増加するとともに、住宅・オフィスの需要が旺盛な中国を中心に、東アジアで前期比２４億４２百万円

増加しました。南アジアは前期比微増となりました。一方、日本では、前期比３６億３５百万円の減少と

なり、保守サービス業務中心へ転換した欧州では前期を４億３百万円下回りました。営業利益では、 

日本で前期比１４億１４百万円減少しました。グローバルな競争激化や原材料価格上昇の浸透により、

東アジアは微増にとどまり、欧州の損失は引き続き縮小しましたが、南アジアでは減益を余儀なくされ

ました。北米では労務費の上昇もあり、前期と同程度の損失となりました。 

 

④ 単独業績 

                                                         （金額単位：億円） 

 当 期 前 期 前期比 

売上高 ４ ８ ６ ５ ２ ３  △ ６.９％

国 内 ４ ３ ９  ４ ８ ４ △ ９.３％ 

輸 出 ４ ７  ３ ９ ２２.０％

営業利益 ５ １ ９  △ ７３.６％

経常利益 ２ ０ ３ １  △ ３６.３％

当期純利益 ３ △ ３ ２            － 

１株当たり当期純利益 ３ . ２ ３円 △ ３ ４ . ５ ０円            － 

 

日本の昇降機市場は民間建設工事が堅調に推移したものの、公共工事の縮減を補うには至らず、厳

しい価格競争が続きました。当社は、堅調な需要が続くマンションおよび大型ショッピングセンター向け

などに販売拡大を図りましたが、国内受注は前期比３４億３０百万円の減少となりました。輸出受注は

前期に比べ７億３２百万円増加しました。この結果、当期の単独受注高は４８８億３０百万円（前期比 

５.２％減）となりました。売上高は、４８６億８９百万円（前期比６.９％減）となり、当期末の受注残高は、

前期末に比べ０.６％増加し、３９９億５３百万円となりました。 

利益面では、固定費圧縮などのコスト低減に努めましたが、売上高減少や販売価格低下の影響など

で、営業利益は５億６百万円（前期比７３.６％減）、経常利益は２０億１７百万円（同３６.３％減）にとどま

りました。また、当期より、固定資産の減損に係る会計基準を適用し、減損損失１億１８百万円を計上し

たほか、滋賀の「Ｂｉｇ Ｗｉｎｇ」への集約に伴い、経営の効率化と人員構成の適正化を図るため希望退
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職を実施し、割増退職金１４億５６百万円を特別損失に計上しました。この結果、当期純利益は、３億 

２８百万円となりました。 

 

⑤利益配分 

  期末配当金につきましては、当初の予定どおり１株当たり５円とし、中間配当金と合わせた年間配当

を１株当たり１０円とさせていただく予定です。 

 

（２） 次期（平成１９年３月期）の見通し                                        

                                                    （金額単位：億円） 

連結業績 単独業績  
金 額 前年比 金 額 前年比 

売 上 高 ９ ９ ０  ８.０％ ４ ９ ０   ０.６％ 
営業利益 ３ １  １７.７％ ５  △ １.２％ 
経常利益 ３ ５  ８.９％ １ ６  △ ２０.７％ 
当期純利益 １ ６  ５６.７％ ８  １４３.９％ 

 
① 次期の業績等全般の見通し 

  世界経済は拡大基調を維持するものと見られる一方で、原油高の影響などによる米国景気の減速

リスクや過熱気味の中国経済の先行きに不透明感が見られます。日本経済も、着実な回復が継続す

るものと見られますが、建設市場は民間部門が堅調なものの、公共事業の一層の縮減を補うには至ら

ず、減少傾向が続くものと見込まれます。昇降機市場においては、グローバルな企業間競争がますま

す激化し、当社グループを取り巻く経営環境は引き続き厳しいものとなる見込みです。 

このような情勢の中、当社は中期経営計画“Change & Charge”（変革と前進）の最終年度として、 
「Ｂｉｇ Ｗｉｎｇ」の本格稼働による開発・設計・調達・生産体制の革新と移転統合による経営の効率化を

最大限に発揮すると同時に、生産能力拡大に伴う販売およびフィールド体制の更なる強化を図ります。 

そうして、新たな企業価値の創造と、業界をリードする独創的商品を効率的に生み出すプロセスを実現

し、顧客本位の商品ラインアップを充実させて、シェア拡大と収益向上に努めてまいります。 

次期の連結業績見通しについては、売上高は、中国を中心とする東アジアや北米での売上増加が見

込まれ、９９０億円（当期比８.０％増）、営業利益は、日本は効率性の向上と新設備の減価償却費増加
が減殺され横ばいとなるものの、北米、欧州の損益改善により、３１億円（同１７.７％増）、経常利益は
３５億円（同８.９％増）、純利益は１６億円（同５６.７％増）を予定しています。 
なお、次期の配当金は予想利益の達成を前提に、当期と同様に１株当たり１０円（中間、期末ともに  

１株当たり５円）とさせていただく予定です。 

 
② 次期の業績見通しの前提条件  

  上記の業績見通しは、現在入手可能な情報と当社が現時点で合理的と判断する一定の前提に基 

づいており、実際の業績は見通しと異なることがあり得ます。 

その要因の主なものは、主要市場（日本、米州、欧州およびアジア）の経済状況、製品需給の変動、 

原材料価格の推移、為替相場の変動等があります。 

なお、次期の業績見通しに当たり、平均為替レートは１米ドル１１０円を前提にしています。 

 

２．財政状態 

（１） 当期の概況 

 

  連結財政状態                                             （金額単位：億円） 

当期末 前期末 増 減 

総資産 １ , １ ５ ９ １ , ０ １ ９ １ ４ ０

株主資本 ６ ０ ５ ５ ４ ５ ６ ０

株主資本比率    ５２.２％    ５３.５％ △ １.３％

１株当たり株主資本 ６４６.４１円 ５８２.３７円 ６４.０４円

   （注)金額は億円未満を切り捨てて表示しています。 
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   連結キャッシュ・フローの状況                                   （金額単位：億円） 

 当期 前期 増 減 

営業活動によるキャッシュ・フロー １２ ３８ △２ ５

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ０ △２１ ２ １

財務活動によるキャッシュ・フロー ２ △１０ １ ２

換算差額 ２ ０ △３ ２ ４

現金及び現金同等物の増減額 ３ ５ ３  ３ ２

現金及び現金同等物の期首残高 １ ６ ０ １ ５ ７  ３

現金及び現金同等物の期末残高 １ ９ ６ １ ６ ０  ３ ５

借入金期末残高 １ ５ ２ １ ３ ０  ２ ２

 

① 連結財政状態 

  当期末の総資産は、１,１５９億７０百万円となり、前期末比１４０億２百万円増加しました。これは、受

取手形及び売掛金、たな卸資産などの増加により流動資産が３９億８０百万円増加したこと、および固

定資産では、滋賀県彦根市の本社・商品開発センター、第２工場およびエレベータ研究塔の建設など

に伴い有形固定資産が７４億４８百万円、株価上昇によりその他有価証券の評価額が４０億４６百万円、

それぞれ増加したことが主な要因です。 

負債合計は、５０８億２１百万円となり、前期末比７２億２百万円増加しました。これは主に、短期借入

金が１２億７４百万円、前受金が１３億１９百万円、長期借入金（１年以内返済予定を含む）が９億９６百

万円、それぞれ増加したほか、その他流動負債で設備支払手形が２２億９０百万円増加し、未払割増

退職金１１億８７百万円を計上したことによるものです。 

株主資本は、円安に伴い為替換算調整勘定の控除額が縮小し、その他有価証券評価差額金が増加

した結果、前期末比６０億１３百万円増加し、６０５億５３百万円となりました。 

株主資本比率は５２.２％（前期末比１.３ポイント減）となり、１株当たり株主資本は６４６.４１円（前期末

比６４.０４円増）となりました。 

 

② 連結キャッシュ・フローの状況 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、１２億９７百万円となり、前期比２５億５９百万円減少しました。

これは主に、税金等調整前当期純利益が１７億８百万円と前期比２３億６９百万円減少したことによる

ものです。 

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前期比２１億３百万円減少し、２７百万円となりました。 

これは、定期預金（預け入れ期間が３ヵ月超）の収支純額が４５億６８百万円の収入となったほか、投

資有価証券の償還や利息及び配当金の受取額の収入増加に対し、滋賀県彦根市の本社・商品開発

センター、第２工場およびエレベータ研究塔の建設などで、有形固定資産の取得に６２億１５百万円を

支出したことによります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などがありましたが、短期借入金の純増加額およ

び長期借入による収入１６億４５百万円により、前期１０億６３百万円の支出から、当期は２億１９百万

円の収入となりました。 

 

以上の結果に為替換算差額２０億９６百万円を加算した現金及び現金同等物の当期末残高は１９６億

６９百万円となり、前期末より３５億８５百万円増加しました。 

 

（２） 次期の見通し 

  営業活動によるキャッシュ・フローのうち、税金等調整前当期純利益、減価償却費は当期に比べ増

加を予定しています。 

投資活動によるキャッシュ・フローのうち、定期預金の預入（預け入れ期間が３ヵ月超）は金利動向など

により弾力的となりますが、設備投資支出は当期に比べ増加する見込みです。 

これは主に、当社の新拠点となった本社・商品開発センター、第２工場およびエレベータ研究塔等建設

への支出が継続するためです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、上記の設備投資資金の一部を金融機関からの借入れで調達す

ることにより、当期に比べ増加する見込みです。 
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（３） キャッシュ・フロー指標のトレンド 

  当社の企業集団キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

 第５６期 

平成１５年３月期

第５７期 

平成１６年３月期

第５８期 

平成１７年３月期 

第５９期 

平成１８年３月期

株主資本比率 （％） ５ １ . ５ ５ ２ . ７ ５ ３ . ５  ５ ２ . ２

時価ベースの株主資本比率 （％） ４ ９ . ２ ５ １ . ６ ５ １ . ３  ６ １ . ２

債務償還年数 （年） ２ . ９ ２ . ６ ３ . ４  １ １ . ８

インタレスト・カバレッジ・レシオ １ ３ . ７ ２ ５ . １ ２ １ . ８  ４ . ５

 （注）・株主資本比率： 株主資本／総資産 

       ・時価ベースの株主資本比率： 株式時価総額／総資産 

       ・債務償還年数： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

       ・インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを    

   使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払って 

   いるすべての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書 

   の利息の支払額を使用しています。 



（単位： 百万円）

期　　別 前      期

（平成18年 3月31日現在） （平成17年 3月31日現在）

科　　目 金　額 構成比 金　額 構成比

% %

Ⅰ 67,698 58.4 63,717 62.5 3,980

20,152 20,836 △ 683

27,115 24,753 2,362

0 12 △ 12

17,632 16,329 1,302

1,908 979 928

1,188 1,033 154

△ 299 △ 227 △ 71

Ⅱ 48,271 41.6 38,250 37.5 10,021

1 有形固定資産 27,249 23.5 19,800 19.4 7,448

13,009 8,055 4,954

2,434 2,542 △ 107

1,815 1,771 43

7,014 6,965 49

2,975 466 2,508

2 無形固定資産 4,038 3.5 3,641 3.6 397

2,215 1,936 278

1,822 1,704 118

3 投資その他の資産 16,983 14.6 14,807 14.5 2,175

10,425 6,767 3,657

3,698 4,145 △ 446

77 1,219 △ 1,141

3,059 2,927 132

△ 276 △ 251 △ 25

115,970 100.0 101,967 100.0 14,002

増・減（△）

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物 及 び 構 築 物

繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

営 業 権

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

資   産   合   計

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

連 結 貸 借 対 照 表

流 動 資 産

固 定 資 産

た な 卸 資 産

有 価 証 券

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

（  資  産  の  部  ）

そ の 他

当      期
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（単位： 百万円）

期　　別 当      期 前      期

（平成18年 3月31日現在） （平成17年 3月31日現在）

科　　目 金　額 構成比 金　額 構成比

% %

Ⅰ 43,205 37.2 35,047 34.4 8,158

10,324 10,232 92

11,374 10,099 1,274

2,100 3 2,096

641 1,569 △ 927

1,053 1,287 △ 234

1,336 1,168 168

21 25 △ 4

6,959 5,640 1,319

9,394 5,019 4,375

Ⅱ 7,615 6.6 8,571 8.4 △ 955

1,800 2,900 △ 1,100

774 57 717

4,831 5,403 △ 571

202 201 0

6 8 △ 1

50,821 43.8 43,618 42.8 7,202

4,595 4.0 3,808 3.7 787

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 12,533 10.8 12,533 12.3 －

Ⅱ 14,565 12.6 14,565 14.3 －

Ⅲ 41,344 35.6 41,233 40.4 110

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,676 3.2 1,276 1.3 2,399

Ⅴ △ 11,472 △ 9.9 △ 14,985 △ 14.7 3,513

Ⅵ △ 93 △ 0.1 △ 83 △ 0.1 △ 10

60,553 52.2 54,540 53.5 6,013

115,970 100.0 101,967 100.0 14,002

負 債 合 計

そ の 他

増・減（△）

資 本 合 計

少 数 株 主 持 分

(少数株主持分）

利 益 剰 余 金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

役員退職慰労引当金

工 事 損 失 引 当 金

前 受 金

（  負  債  の  部  ）

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

１年以内返済予定の長期借入金

固 定 負 債

流 動 負 債

負債、少数株主持分及び資本合計

資 本 金

資 本 剰 余 金

完成工事補償引当金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

長 期 未 払 金
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（単位： 百万円）
期　　別 当      期 前      期

自　平成17年 4月 1日 自　平成16年 4月 1日

至　平成18年 3月31日 至　平成17年 3月31日

   科　　目 金　額 百分比 金　額 百分比
% %

Ⅰ 91,627 100.0 92,704 100.0 △ 1,077

Ⅱ 74,020 80.8 73,205 79.0 814

17,607 19.2 19,499 21.0 △ 1,892

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,972 16.3 15,706 16.9 △ 734

2,634 2.9 3,792 4.1 △ 1,158

Ⅳ 1,052 1.1 796 0.8 256

541 247 294

189 89 99

87 131 △ 43

233 327 △ 94

Ⅴ 472 0.5 385 0.4 86

283 176 107

63 110 △ 47

126 99 26

3,214 3.5 4,203 4.5 △ 988

Ⅵ 115 0.1 8 0.0 107

65 5 59

※１ 41 － 41

8 2 6

Ⅶ 1,620 1.7 132 0.1 1,488

5 4 0

40 97 △ 56

※２ 118 4 114

※３ 1,456 － 1,456

－ 26 △ 26

1,708 1.9 4,078 4.4 △ 2,369

法人税、住民税及び事業税 892 1.0 1,688 1.8 △ 796

法 人 税 等 調 整 額 △ 687 △ 0.7 72 0.1 △ 759

少 数 株 主 利 益 481 0.5 420 0.5 61

1,021 1.1 1,896 2.0 △ 874

連 結 損 益 計 算 書

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

特 別 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券売却益

減 損 損 失 戻 入 益

増・減（△）

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

為 替 差 益

税金等調整前当期純利益

当 期 純 利 益

雑 収 入

支 払 利 息

た な 卸 資 産 廃 棄 損

雑 損 失

割 増 退 職 金

投資有価証券評価損

( ) ( )
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（単位：百万円）

当    期 前    期

自　平成17年4月 1日 自　平成16年4月 1日

至  平成18年3月31日 至  平成17年3月31日

 　科　　目

Ⅰ 資本剰余金期首残高 14,565 14,565 －

Ⅱ 資本剰余金期末残高 14,565 14,565 －

Ⅰ 利益剰余金期首残高 41,233 40,323 910

Ⅱ 利益剰余金増加高 1,051 1,896 △845

    当 期 純 利 益 1,021 1,896 △874

    子会社換算調整額            ※１ 29 － 29

Ⅲ 利益剰余金減少高 941 986 △45

    配  当  金 936 936 △0

    役 員 賞 与 － 44 △44

    従業員奨励及び福利基金  ※２ 4 5 △0

Ⅳ 利益剰余金期末残高 41,344 41,233 110

(注)　※１ 在外連結子会社が、その在外子会社の財務諸表の自国通貨への換算において、当該国の会計基準の

       変更により生じた利益剰余金と為替換算調整勘定との調整額です。

※２ 中国の子会社が、当該国の法令に基づいて設定したものです。

連 結 剰 余 金 計 算 書

  期　　別

（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）

増・減(△）

金　　額 金　　額

( () )

(13)



(単位： 百万円）

期    別 当      期 前      期

   科    目 金 額 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,297 3,857 △2,559

税金等調整前当期純利益 1,708 4,078 △2,369

減価償却費 1,763 1,727 35

工事損失引当金の増減額（減少： △） 4 △409 414

受取利息及び受取配当金 △731 △337 △393

支払利息 283 176 107

割増退職金 1,456 - 1,456

売上債権の増減額（増加： △） △447 560 △1,008

たな卸資産の増減額（増加： △） △436 887 △1,324

仕入債務の増減額（減少： △） △527 485 △1,012

前受金の増減額（減少：△） 778 △1,847 2,626

そ の 他 △501 △125 △376

小  計 3,350 5,195 △1,845

割増退職金の支払額 △269 - △269

法人税等の支払額 △1,783 △1,338 △444

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △27 △2,131 2,103

       定期預金の預入による支出 △421 △5,505 5,084

定期預金の払戻による収入 4,990 5,020 △30

有形固定資産の取得による支出 △6,215 △1,831 △4,384

有形固定資産の売却による収入 143 24 118

投資有価証券の取得による支出 △228 △3 △224

投資有価証券の売却・償還による収入 526 31 495

利息及び配当金の受取額 734 319 415

そ の 他 443 △186 629

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 219 △1,063 1,282

短期借入金の純増加額  645 436 208

長期借入による収入 1,000 - 1,000

長期借入金の返済による支出 △4 △11 7

利息の支払額 △285 △177 △108

配当金の支払額 △937 △936 △ 0

少数株主への配当金支払額 △346 △342 △3

そ の 他 146 △31 177

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,096 △315 2,411

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 3,585 346 3,238

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 16,084 15,737 346

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 19,669 16,084 3,585

連結キャッシュ・フロー計算書

増・減（△）
自 平成17年4月　1日 自 平成16年4月　1日

至 平成17年3月31日至 平成18年3月31日（ () )
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１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数：  　 １６社

主要会社名：      フジテック (HK) CO.，LTD. （香港）

フジテック シンガポール CORPN. LTD. （シンガポール）

フジテック アメリカ INC. （米国）

華昇富士達電梯有限公司（中国）

（新 規）： １社

    フジテック ベトナム CO.,LTD. （ベトナム）

    連結子会社 フジテック シンガポール CORPN. LTD. （シンガポール）による子会社設立

非連結子会社数： １０社

主要会社名：     フジテック アルゼンチーナ S.A.(アルゼンチン）

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の非連結子会社数：  ０社

持分法適用の関連会社数：         ０社

持分法を適用していない非連結子会社および関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日は、すべて１２月３１日であります。

  なお、連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

４．会計処理基準に関する事項

   （1）重要な資産の評価基準および評価方法

       ①有価証券

非連結子会社株式および関連会社株式……移動平均法による原価基準

その他有価証券

       時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法

                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

       時価のないもの……移動平均法による原価基準

       ②デリバテｲブ……時価法

       ③たな卸資産……主として個別法または総平均法による原価基準

   （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

       ①有形固定資産……主として定率法 （ただし、当社では、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を

        除く）については、定額法を採用しています。）

       ②無形固定資産……定額法

   （3）重要な引当金の計上基準

       ①貸倒引当金……売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念

      債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

     います。

       ②賞与引当金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

       ③工事損失引当金……一部の在外連結子会社では、工事損失の発生が明確になった年度に、その見積額

            を計上しています。

       ④退職給付引当金……当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

            および年金資産の見込額に基づき当連結会計期間末において発生していると認め

　　　　   られる額を計上しています。

               数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

            期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

            翌連結会計年度から費用処理することとしています。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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       ⑤役員退職慰労引当金……当社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を

  計上しています。

    （4）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しています。

　 なお、在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円換算し、収益および費用は

期中平均相場により円換算し、換算差額は少数株主持分および資本の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しています。

    （5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子会社については、通常の

売買取引に準じた会計処理によっています。

   （6）重要なヘッジ会計の方法

      ①ヘッジ会計の方法

　　　　原則として、繰延ヘッジ処理によっています。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たしている

　　　　金利スワップについては特例処理によっています。

      ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建預金および外貨建予定取引

金利スワップ 借入金

      ③ヘッジ方針

         為替および金利等の相場変動に伴うリスクの軽減を目的として、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスクおよび

         金利変動リスクを一定の範囲でヘッジしています。

      ④ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

　　　　または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しています。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。

   （7）その他連結財務諸表作成のための基本となる事項

      ①売上高の計上基準

　　　　主として工事完成基準によっていますが、一部の在外連結子会社では長期請負工事について、工事進行基準

　　　　によっています。

      ②消費税等の会計処理

　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

         連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項

         連結会社の利益処分は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づき、連結決算を行っています。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

         手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

         しか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）を適用しています。これにより税金等調整前当期純利益は 118百万円減少しています。
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〔注 記 事 項〕

（連結貸借対照表関係）

 ①設備投資額 (有形固定資産） 8,506 1,898

 ②有形固定資産の減価償却累計額 21,016 19,720

 ③担保資産および担保付債務

       担保資産 － 1,492
       担保付債務 － 41

 ④保証債務 20 16

 ⑤受取手形割引残高 － 28

 ⑥当社の発行済株式総数（普通株式） 93,767,317 株 93,767,317 株

 ⑦連結会社が保有する自己株式の数（普通株式） 137,726 株 121,991 株

（連結損益計算書関係）

 ①減価償却実施額

　　   有形固定資産 1,640 1,611
　　   無形固定資産 122 115

 ②一般管理費および当期製造費用に含まれる

     研究開発費

 ③ ※1 減損損失戻入益

在外連結子会社における一部無形固定資産について実施した減損損失の所在国会計基準に基づく

戻入益です。

 ④ ※2 減損損失

         （前 期）

在外連結子会社において、当該国の会計基準に基づいて計上したものです。

         （当 期）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

種類 場所 金額（百万円）

遊休（電話加入権） 無形固定資産 － 118

   当社グループは、事業資産については管理会計上の区分に基づく単位でグルーピングし、

将来の使用が見込まれない遊休資産については個々の物件単位でグルーピングしています。

   上記の資産については、将来の使用が見込まれないこと及び時価が著しく下落しているため、

当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上しています。

   なお、当該資産の回収可能価額は、市場価格に基づく正味売却価額により算定しています。

 ⑤ ※3 割増退職金

当社において実施した希望退職に伴う特別退職加算金であります。

（連結キャッシュ･フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

  現金及び預金勘定 （貸借対照表） 20,152 20,836

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 482 △ 4,751

  現金及び現金同等物 （キャッシュ･フロー計算書） 19,669 16,084

リース取引関係

  有価証券報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しています。

　　　　　（単位： 百万円）

　　　　　（単位： 百万円）

項                 目 当　　期 前    期

項                 目 当　　期 前　　期

1,834 1,726

項              目 当    期 前    期

用途

　　　　　（単位： 百万円）
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１．売買目的有価証券
　　該当事項はありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　該当事項はありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの
（単位： 百万円）

 連結貸借対照表計上額が
 取得原価を超えるもの
(1) 株   式
(2) その他 1

小    計

 連結貸借対照表計上額が

 取得原価を超えないもの

株   式

小    計

合     計

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

その他有価証券の売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しました。

５．時価のない有価証券の主な内容および連結貸借対照表計上額
（単位： 百万円）

 (1)その他有価証券
非上場株式

      非上場外国債券
 (2)非連結子会社株式および
     関連会社株式

６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的債券の今後の償還予定額
（単位： 百万円）

1年以内
5年超
10年以内

  債   券

そ の 他 0 －

0 －

デリバティブ取引関係

  有価証券報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しています。

1

0

2,152

604

5,401

△ 309

3,249

1年超
5年以内

平成17年3月31日現在

1年以内

△ 316

6,198

1

－

－

12

12 1

1

1

643

621

9,651

2,461

2,461

△ 309

9,066 2,335

584 913

有 価 証 券 関 係

4,795

4,797

604

取得原価
連結貸借対
照表計上額

平成18年3月31日現在

9,064
2

当   期

2,549
1

2,551

900

前   期

平成17年3月31日現在

6,514
0

6,515

△ 316

差額

1

連結貸借対
照表計上額

取得原価差額

2,333

合     計 －

1年超
5年以内

－

－ －

当   期 前   期

14

743

129

900 584

平成17年3月31日現在

連結貸借対照表計上額

前   期当   期

平成18年3月31日現在

連結貸借対照表計上額

913

3,452

10年超

平成18年3月31日現在

10年超
5年超
10年以内
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１．事業の種類別セグメント情報

     当企業集団はエレベータ、エスカレータおよび立体駐車設備等各種電気輸送機の生産、販売、据付、保守

     を一貫して行なう専業メーカーとして、単一の事業活動を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報の

     記載を省略しています。

２．所在地別セグメント情報

売     上     高 48,689 52,324 △ 3,635

営  業  利  益 506 1,920 △ 1,414
営業利益率 （％） 1.0 3.7
売     上     高 17,588 16,836 752

営  業  利  益 △ 502 △ 523 20
営業利益率 （％） △ 2.9 △ 3.1
売     上     高 935 1,338 △ 403

営  業  利  益 △ 158 △ 400 242
営業利益率 （％） △ 16.9 △ 29.9
売     上     高 7,480 7,431 49

営  業  利  益 1,064 1,266 △ 201
営業利益率 （％） 14.2 17.0
売     上     高 21,673 19,231 2,442

営  業  利  益 1,787 1,773 13
営業利益率 （％） 8.2 9.2
売     上     高 △ 4,740 △ 4,457 △ 282

営  業  利  益 △ 62 △ 244 181

売     上     高 91,627 92,704 △ 1,077

営  業  利  益 2,634 3,792 △ 1,158
営業利益率 （％） 2.9 4.1

（注） １　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　日本以外の区分に属する主な国または地域

 北米　  ： 米国、ｶﾅﾀﾞ  南アジア ：   ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

 欧州    ： 英国、ﾄﾞｲﾂ  東アジア ：   中国、香港、台湾、韓国

 

３．海外売上高

17,798 16,909 888
7,442 7,381 61
20,315 18,022 2,293
2,155 1,977 178

47,711 44,290 3,420

連結売上高に占める割合
19.4% 18.3%
8.1% 8.0%
22.2% 19.4%
2.4% 2.1%

52.1% 47.8%

（注） １　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　各区分に属する主な国または地域

 北南米  ： 米国、ｶﾅﾀﾞ、ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ、ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ  東アジア ： 中国、香港、台湾、韓国

 南アジア： ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾏﾚｰｼｱ  その他の地域：  欧州、中近東 

３　海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高です。

増・減(△)

（単位： 百万円）

当  期
自 平成17年4月 1日 増・減（△）

（単位： 百万円）

当  期
自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

前  期
自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

南   ア   ジ   ア

東   ア   ジ   ア

至 平成18年3月31日

前  期
自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

その他の地域

計

その他の地域

東   ア   ジ   ア

計

北      南      米

セグメント情報

北      南      米

南   ア   ジ   ア

連
結

消
去

東
ア
ジ
ア

日
本

北
米

欧
州

南
ア
ジ
ア
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１．採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けています。

   なお、一部の在外連結子会社は退職一時金制度および確定拠出年金制度を設けています。

２．退職給付債務に関する事項

（単位： 百万円）

 イ  退職給付債務 △ 10,893 △ 12,263

 ロ  年金資産 5,631 5,413

 ハ  未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 5,261 △ 6,850

 ニ  会計基準変更時差異の未処理額 － －

 ホ  未認識数理計算上の差異 429 1,446

 ヘ  未認識過去勤務債務 － －

  ト  連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 4,831 △ 5,403

 チ  前払年金費用 － －

 リ  退職給付引当金（トーチ） △ 4,831 △ 5,403

（注）1  連結貸借対照表上、翌期に支払う予定の特別退職加算金 1,187百万円は、その他の流動負債に計上して

          おり､退職給付引当金に含めていません。

       2 一部の在外連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。

３．退職給付費用に関する事項

（単位： 百万円）

 イ  勤務費用 685 627

 ロ  利息費用 238 279

 ハ  期待運用収益 △ 135 △ 120

 ニ  会計基準変更時差異の費用処理額 － －

 ホ  数理計算上の差異の費用処理額 184 142

 ヘ  過去勤務債務の費用処理額 － －

  ト  退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 973 928

 チ  その他 32 38

1,005 966

（注）1 上記退職給付費用以外に、当期に発生した特別退職加算金 1,456百万円を特別損失として計上しています。

       2 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」 に計上しています。

       3　「チ その他」は、確定拠出年金への掛金支払額です。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 イ  退職給付見込額の期間配分方法

 ロ  割引率 2.0％ 2.0％

 ハ  期待運用収益率 2.5％ 2.5％

 ニ  過去勤務債務の額の処理年数 － －

 ホ  数理計算上の差異の処理年数 10年 10年

 ヘ  会計基準変更時差異の処理年数 － －

平成18年3月31日現在

当  期 前  期

平成17年3月31日現在

当  期 前  期

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

退 職 給 付 関 係

至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

期間定額基準 同左

計

当  期 前  期

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日
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１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　　　退職給付引当金

　　　繰越外国税額控除

　　　賞与引当金

　　　繰越欠損金

　　　未収ロイヤルティ

　　　工事損失引当金

　　　繰越試験研究費税額控除

　　　貸倒引当金

　　　役員退職慰労引当金

　　　未払社会保険料

　　　未払事業税

　　　その他

繰延税金資産合計

繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金

　　　租税特別措置法上の積立金

　　　連結会社間内部損益消去

　　　減価償却費認容額

　　　その他

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

（注） 前期および当期における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれています。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

     なった主要な項目別の内訳

　　　　　　　　国内の法定実効税率

　　　　　　　　　（ 調 整 ）

　交際費等損金不算入項目

　当期損失（連結子会社）

　住民税均等割

　外国子会社との税率差異

　試験研究費税額控除

　連結子会社に対する貸倒引当金の認容

　その他

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

40.69

0.80
12.85
2.89

2,141

3,338

△ 875

△ 1,197

△ 38

-
△ 69

△ 213

60

192

82
70

148
49

379

△ 2,830

△ 207
△ 22
△ 72

-

170

2,060

1,211

210

△ 6

82
90

237
4,042

△ 2,522

　　　　　　　　　　（百万円） 　　　　　　　　　　　（百万円）

1,818

税効果会計関係 (連結）

（平成18年 3月31日現在）

当　期 前　期

（平成17年 3月31日現在）

前　期

（平成17年 3月31日現在）

　　　　　　　　　　　（百万円）

-
77

当　期

（平成18年 3月31日現在）

　　　　　　　　　　（百万円）

979
1,219

△ 774

1,908

前　期

-
△ 57

（平成17年 3月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　　（％）

当　期
（平成18年 3月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　（％）

    流動資産 ― 繰延税金資産

    固定資産 ― 繰延税金資産

    流動負債 ― 繰延税金負債

    固定負債 ― 繰延税金負債

40.69

21.48
6.91

1.63

43.19

△ 26.14

△2.71
11.99

△ 9.95
△ 9.46
△ 3.19

△1.39
△ 19.92 -

-

-

416

360
524

-

228 -
200
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当期（自 平成17年4月 1日  至 平成18年 3月31日）

親会社及び法人主要株主等

属   性 会社等の名称 住  所 資本金

（百万円）

主要株主 （株）ｳﾁﾔﾏ・ 大阪府 不動産の賃貸、 土地、建物の

（会社等） ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 茨木市 売買および有価 賃貸借

旧社名：正和 証券への投資、

開発興産（株） 運用

（注）2

土地建物等の

賃借

（注）1 取引金額には消費税を含めていません。

       2 平成18年3月31日付で、当社株式の共同保有者である正和開発興産（株）と（有）ウチヤマ・インターナショナルは

          合併し、存続会社である正和開発興産（株）は（株）ウチヤマ・インターナショナルに社名を変更しました。 

          この結果、（株）ウチヤマ・インターナショナルは、当社の議決権の10.74％を直接所有する法人主要株主となりま

          した。なお、同社は、当社代表取締役社長 内山高一およびその近親者が議決権の100％を直接所有しており、

         当期の同社との取引金額および期末残高の記載については、法人主要株主となったのが期末日であったため、

         「役員および個人主要株主等との取引」に係る開示基準によっています。

      3 取引条件および取引条件の決定方針等

          賃借料については、近隣の取引価格を参考にして決定しています。

          資金の貸付けについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間5年（当初2年

　　 　　から契約変更）、期日一括返済としています。なお、当期において一部長期貸付金の期日前回収を行っています。

敷 金 239

直接 10.74％

関連当事者との取引

(被所有）

事業の内容又
は職業

議決権等の 関係内容

所有(被所有） 役員の 事業上

割          合

取引の内容
取引金額
（百万円）

科  目
期末残高
（百万円）

兼任等 の関係

450 長期貸付金 3,650

兼任

2人50

336

利息の受取 －

資金の回収

27 －
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（単位： 百万円）

当      期 前      期

自　平成17年4月 1日 自　平成16年4月 1日

至　平成18年3月31日 至　平成17年3月31日

金   額 構成比 金   額 構成比 金　額

％ ％

エ レ ベ ー タ 部 門 94,171 97.2 90,655 97.0 3,516

(うち、海外） ( 53,420 ) (55.1) ( 46,547 ) (49.8) ( 6,872 )

立体駐車設備部門 2,757 2.8 2,832 3.0 △ 74

(うち、海外） (  - ) ( - ) (  - ) ( - ) (  - )

合        計 96,929 100.0 93,488 100.0 3,441

(うち、海外） ( 53,420 ) (55.1) ( 46,547 ) (49.8) ( 6,872 )

当      期 前      期

自　平成17年4月 1日 自　平成16年4月 1日

至　平成18年3月31日 至　平成17年3月31日

金   額 構成比 金   額 構成比 金　額

％ ％

エ レ ベ ー タ 部 門 88,990 97.1 89,266 96.3 △ 276

(うち、海外） ( 47,711 ) (52.1) ( 44,290 ) (47.8) ( 3,420 )

立体駐車設備部門 2,636 2.9 3,437 3.7 △ 801

(うち、海外） ( - ) ( - ) ( - ) ( - ) ( - )

合        計 91,627 100.0 92,704 100.0 △ 1,077

(うち、海外） ( 47,711 ) (52.1) ( 44,290 ) (47.8) ( 3,420 )

当      期 前      期

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

金   額 構成比 金   額 構成比 金　額

％ ％

エ レ ベ ー タ 部 門 87,349 98.1 80,766 98.1 6,582

(うち、海外） ( 51,459 ) (57.8) ( 44,348 ) (53.9) ( 7,110 )

立体駐車設備部門 1,709 1.9 1,588 1.9 121

(うち、海外） (  - ) ( - ) (  - ) ( - ) (  - )

合        計 89,059 100.0 82,355 100.0 6,704

(うち、海外） ( 51,459 ) (57.8) ( 44,348 ) (53.9) ( 7,110 )

増・減（△）

増・減（△）

受
 
注
 
残
 
高

部門別 受注高・売上高・受注残高 (連結）

区      分

売
 
上
 
高

区      分

受
 
注
 
高

増・減（△）

区      分

( ) ( )

( ) ( )

(23)


	平成１８年３月期�
	役員の異動(33)




